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政
治
の
有
り

様
は
否
応
な
し

に
国
民
生
活
に

影
響
す
る
ど
こ

ろ
か
、
生
活
本
体
を
支
配
す

る
。
そ
の
中
で
民
主
主
義
と

い
う
の
は
あ
ま
り
え
え
加
減

で
は
困
る
が
あ
ま
り
過
激
に

せ
ず
、
そ
こ
そ
こ
適
当
で
い

い
ん
じ
ゃ
な
い
か
と
い
う
思

想
で
あ
る
。

　

そ
の
背
景
は
、
利
害
が
異

な
り
貧
富
多
様
な
国
民
の
願

い
や
思
惑
が
す
べ
て
満
た
さ

れ
る
の
は
無
理
だ
と
い
う
諦

め
が
あ
る
。

　

何
千
年
も
の
王
朝
交
替
の

中
国
の
歴
史
の
記
録
は
ほ
と

ん
ど
が
権
力
構
造
の
推
移
の

記
載
で
、
国
民
生
活
ど
こ
ろ

か
産
業
基
盤
で
さ
え
分
析
さ

れ
ず
瞥
見
さ
れ
る
に
止
ま
っ

て
い
る
。
民
主
主
義
の
中
で

は
、
カ
リ
ス
マ
的
な
強
力
な

指
導
者
が
見
え
て
来
な
い
。

そ
れ
を
待
望
す
る
の
と
、
危

険
視
す
る
二
つ
の
相
反
す
る

心
を
知
的
水
準
の
高
い
国
民

は
持
っ
て
い
る
。

　

民
主
党
政
権
の
誕
生
で
生

じ
た
期
待
感
と
が
っ
か
り
感

の
併
存
は
、
国
民
感
情
の
二

面
性
を
示
し
て
い
る
。

　

今
回
の
選
挙
で
は
ヒ
ー
ロ

ー
が
現
れ
そ
う
に
な
い
。
国

民
が
あ
の
圧
倒
的
な
支
持
を

得
て
い
た
小
泉
内
閣
に
懲
り

た
か
ら
だ
ろ
う
。

　紙面へのご意見や感想、投稿記
事などを新聞部までお寄せくださ
い。紙面に掲載させていただいた
場合は、図書カード３千円分を進
呈いたします。
（郵送やファクスで、協会新聞部
までお寄せください）

会費の減免制度
組織部からお知らせ

　15年以上継続して協会の会員であり、①
満70歳以上の開業医会員の方は会費を減額
（5500円→3000円）、②満75歳以上の方は
会費が免除される制度があります。
　ただし、本人が協会の休業保障制度また
は保険医年金制度のいずれかの掛け金払い
込み中は対象外となります。なお、会費免
除となった先生方には『大阪歯科保険医新
聞』のみをお届けし、協会発行書籍は配付
しておりません。ご了承ください。

70歳以上は減額　75歳以上は免除
休保・年金の掛け金払い込み中は適用外

　

ア
ン
ケ
ー
ト
は
、
診
療
報

酬
や
保
険
外
併
用
療
養
費
制

度
、
医
療
費
明
細
書
な
ど
７

項
目
で
、
５
議
席
以
上
有
す

る
９
政
党
に
送
付
し
た
。
各

設
問
は
協
会
要
望
に
沿
っ
た

も
の
で
、
共
産
だ
け
が
７
項

目
す
べ
て
「
賛
成
」
と
回
答

し
た
。
社
民
は
６
項
目
、
た

ち
あ
が
れ
日
本
は
５
項
目
で

そ
れ
ぞ
れ
「
賛
成
」
と
し

た
。
民
主
は
「
賛
成
」
が
３

項
目
だ
っ
た
。

　

「
歯
科
診
療
報
酬
の
10
％

以
上
の
引
き
上
げ
」
で
は
、

３
野
党
が
「
賛
成
」。
共
産

は
今
年
度
の
診
療
報
酬
引
き

上
げ
に
つ
い
て
「
不
十
分
な

水
準
に
終
わ
っ
て
お
り
、
抜

本
的
な
引
き
上
げ
が
必
要
」

と
指
摘
。
民
主
は
「
そ
の

他
」
を
選
択
し
、「
今
後
も

診
療
報
酬
の
見
直
し
を
」
す

る
と
し
た
。

　

「
保
険
の
給
付
範
囲
を
拡

大
す
る
」
こ
と
に
は
、
４
党

が
「
賛
成
」
で
一
致
し
た
。

　

意
見
が
分
か
れ
た
の
は
、

明
細
書
発
行
の
義
務
化
だ
。

共
産
は
「
現
在
の
明
細
書
は

（
中
略
）
医
療
機
関
に
混
乱

・
負
担
を
し
い
る
だ
け
」
と

し
て
、
義
務
化
撤
回
に
「
賛

成
」
と
回
答
。
民
主
は
「
そ

　

協
会
政
策
部
は
、
参
院
選
（
11
日
投
開
票
）
に
あ
た
っ
て
「
歯
科
医
療
政
策
ア
ン
ケ
ー

ト
」
を
実
施
、
６
月
７
日
〜
17
日
の
期
間
内
に
民
主
・
共
産
・
社
民
・
た
ち
あ
が
れ
日
本
の

４
党
か
ら
回
答
が
あ
っ
た
。
保
険
範
囲
の
拡
大
や
海
外
技
工
の
規
制
で
は
各
党
と
も
「
賛

成
」
で
一
致
し
た
も
の
の
、
歯
科
診
療
報
酬
、
審
査
・
指
導
、
訪
問
診
療
料
の
項
目
で
は
民

主
だ
け
が
賛
否
を
示
さ
な
か
っ
た
。
医
療
改
善
に
は
、
野
党
勢
力
が
大
き
な
影
響
を
与
え
る

こ
と
を
示
す
結
果
と
な
っ
た
。 

（
２
面
に
結
果
一
覧
）

の
他
」、「
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド

コ
ン
セ
ン
ト
を
す
す
め
る
う

え
で
必
要
」
と
回
答
し
た
。

社
民
と
、
た
ち
あ
が
れ
日
本

は
「
反
対
」
を
選
択
し
た
。

　

「
保
険
外
併
用
療
養
費
制

度
を
拡
大
し
な
い
」
と
の
問

い
に
対
し
、
民
主
・
共
産
・

社
民
が
「
賛
成
」。
た
ち
あ

が
れ
日
本
は
「
反
対
」
と
回

答
し
た
。

　

指
導
の
改
善
・
訪
問
診
療

の
〝
20
分
ル
ー
ル
〞
廃
止
で

は
、
３
野
党
が
「
賛
成
」
と

回
答
、
民
主
だ
け
が
「
そ
の

他
」
と
回
答
。
海
外
技
工
の

規
制
で
は
４
党
が
「
賛
成
」

で
一
致
し
た
。

　

自
民
・
公
明
・
国
民
新
・

そ
の
他
の
新
政
党
は
無
回
答

だ
っ
た
。

　

選
挙
ア
ン
ケ
ー
ト
で
各
党

の
意
見
が
明
確
に
分
か
れ
た

の
は
、
医
療
費
の
明
細
書
発

行
の
義
務
化
撤
回
だ
。
社
民

・
た
ち
あ
が
れ
の
両
党
は
撤

回
に「
反
対
」、
民
主
党
も
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
に
配
慮
し
つ

つ
医
療
の
透
明
化
・
標
準
化

の
た
め
に
必
要
と
し
た
。
共

産
だ
け
が「
賛
成
」と
回
答
、

私
た
ち
の
要
望
と
一
致
し
た
。

　

明
細
書
発
行
は
、
レ
セ
プ

ト
請
求
電
子
化
と
結
び
つ

き
、
２
０
１
２
年
度
か
ら
す

べ
て
の
算
定
項
目
の
算
定
日

を
摘
要
欄
に
記
載
す
る
な

ど
、
今
後
、
さ
ら
な
る
医
療

の
管
理
体
制
強
化
に
つ
な
が

る
。
ま
た
、
診
療
報
酬
体
系

の
歪
み
か
ら
患
者
に
余
計
な

誤
解
を
与
え
、
医
療
機
関
と

の
信
頼
関
係
を
壊
し
、
現
場

に
無
用
な
混
乱
を
招
く
こ
と

が
予
想
さ
れ
る
。
医
療
事
務

も
ど
れ
だ
け
効
率
化
さ
れ
る

か
は
不
明
で
、
費
用
負
担
を

医
療
機
関
に
押
し
付
け
る
こ

と
は
許
さ
れ
な
い
。

　

政
府
は
「
行
政
事
業
レ
ビ

ュ
ー
」
で
、
医
療
費
給
付
の

適
正
化
の
名
目
で
８
０
０
０

件
の
指
導
を
実
施
す
る
と
し

て
い
る
。
そ
の
意
味
も
あ
っ

て
か
、
適
正
な
審
査
・
指
導

の
実
施
の
項
目
で
民
主
党
は

「
そ
の
他
」を
選
択
し
た
。

　

歯
科
診
療
報
酬
10
％
の
引

き
上
げ
や
行
政
手
続
法
に
則

っ
た
審
査
・
指
導
の
実
施
、

歯
科
だ
け
の
訪
問
診
療
時
間

要
件
（
20
分
ル
ー
ル
）
の
廃

止
の
項
目
で
は
、
共
産
や
社

民
、
た
ち
あ
が
れ
の
野
党
が

私
た
ち
の
要
望
と
一
致
し
て

い
る
。
し
か
し
、
民
主
党
は

い
ず
れ
も
「
そ
の
他
」
と
し

て
お
り
、
曖
昧
な
回
答
が
目

立
つ
。

　

民
主
党
の
曖
昧
な
政
策
を

私
た
ち
の
要
望
に
引
き
つ
け

る
た
め
に
会
員
の
先
生
方
に

は
、
賢
明
な
判
断
を
お
願
い

し
た
い
。

民主、診療報酬増な
ど賛否示さず

医療改善のカギ握る野党勢力

歯
科
医
療
政
策

政
党
ア
ン
ケ
ー
ト

消
費
税
増
は
法
人
税
減
の
穴
埋
め

損
税
拡
大
、事
業
課
税
で
100
万
円
増
税

曖
昧
な
回
答
目
立
つ
民
主

意
見
分
か
れ
た
明
細
書

歯科医療政策政党アンケート結果概要
民主 共産 社民 たちあがれ

（１）歯科診療報酬の10％以上の引き上げについて
【その他】 【賛成】 【賛成】 【賛成】
（２）歯科の保険範囲を拡大する
【賛成】 【賛成】 【賛成】 【賛成】

（３）医療費明細書の発行を義務化しない
【その他】 【賛成】 【反対】 【反対】
（４）保険外併用療養費制度を拡大しない
【賛成】 【賛成】 【賛成】 【反対】

（５）行政手続法に則った適正な審査・指導を実施する
【その他】 【賛成】 【賛成】 【賛成】
（６） 歯科訪問診療料の時間要件（20分ルール）を廃止

する
【その他】 【賛成】 【賛成】 【賛成】
（７） 海外から輸入される歯科技工物についても、日本

国内と同様に薬事法や歯科技工士法などに則った
取り扱いとする

【賛成】 【賛成】 【賛成】 【賛成】

消
費
増
税
で

「
強
い
財
政
と
社
会

保
障
」は
本
当
か

　

消
費
税
の
増
税
は
歯
科
医

院
に
大
き
な
影
響
を
与
え

る
。
消
費
税
率
10
％
で
年
間

46
万
７
千
円
の
損
税
が
生
じ

る
（
日
歯
「
税
務
委
員
会
答

申
書
」
08
年
12
月
）。
ま

た
、
社
会
保
険
料
収
入
に
対

す
る
事
業
税
の
非
課
税
措
置

が
撤
廃
さ
れ
れ
ば
、
平
均
で

年
間
50
万
円
の
負
担
増
が
強

い
ら
れ
、
損
税
と
合
わ
せ
て

１
０
０
万
円
の
負
担
増
と
な

る
。
さ
ら
に
、
措
置
法
26
条

の
改
廃
も
懸
念
さ
れ
る
。

　

法
人
税
の
実
効
税
率
は
現

在
40
％
で
、
25
％
へ
の
引
き

下
げ
が
財
界
や
経
産
省
か
ら

出
さ
れ
て
い
る
。

　

法
人
税
の
実
効
税
率
を
25

％
に
下
げ
る
と
、
年
間
９
兆

円
も
税
収
減
に
な
る
。
消
費

税
５
％
分
で
11
兆
円
が
生
ま

れ
る
が
、
ほ
と
ん
ど
は
大
企

業
減
税
に
ま
わ
る
（
表

１
）。
社
会
保
障
や
財
政
再

建
の
た
め
と
は
い
え
な
い
。

そ
も
そ
も
法
人
税

は
高
す
ぎ
る
か

　

で
は
、
日
本
の
法
人
税
実

効
税
率
40
％
は
高
す
ぎ
る
か

だ
。「
国
際
競
争
力
を
考
え

て
も
下
げ
る
の
は
当
然
だ
」

と
財
界
が
主
張
し
、
政
権
党

も
同
調
し
て
い
る
。

　

し
か
し
、
二
つ
の
事
実
が

意
図
的
に
隠
さ
れ
て
い
る
。

一
つ
は
、
企
業
向
け
の
減
税

は
、
大
企
業
ほ
ど
恩
恵
が
あ

り
、
大
企
業
上
位
１
０
０
社

を
見
る
と
、
法
人
税
の
実
質

負
担
率
は
約
30
％（
表
２
）。

ト
ヨ
タ
は
32
・
１
％
、
日
産

は
28
・
７
％
、
ホ
ン
ダ
は
23

・
３
％
。
商
社
系
に
至
っ
て

は
、
三
井
物
産
９
・
３
％
、

三
菱
商
事
８
・
１
％
で
あ
る
。

　

も
う
一
つ
は
、
日
本
の
企

業
の
社
会
保
険
料
の
負
担
は

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
比
べ
て
ず
っ

と
低
い
。
税
金
と
社
会
保
険

料
を
あ
わ
せ
る
と
、
日
本
の

大
企
業
の
負
担
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

率
で
フ
ラ
ン
ス
の
６
割
程
度

し
か
負
担
し
て
い
な
い
。
逆

に
言
え
ば
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に

進
出
し
た
日
本
企
業
は
、
各

国
の
基
準
で
納
税
し
て
い
る

が
、
日
本
の
企
業
が
ヨ
ー
ロ

ッ
パ
か
ら
逃
げ
出
し
た
と
言

う
話
は
聞
か
な
い
。

　

税
制
の
抜
本
改
革
を
提
唱

す
る
の
な
ら
、
法
人
税
と
社

会
保
険
料
を
合
わ
せ
た
相
応

の
企
業
負
担
も
遡

上
に
載
せ
な
い
と

ア
ン
フ
ェ
ア
で
あ

る
。

　

な
に
よ
り
、
消

費
税
率
10
％
で
家

計
負
担
は
16
万
円

増
え
、
さ
ら
な
る

受
診
抑
制
は
避
け

ら
れ
な
い
。

　

か
つ
て
、
１
９

９
７
年
に
橋
本
内

閣
に
よ
っ
て
消
費

税
が
３
％
か
ら
５

％
に
増
税
さ
れ
た

と
き
に
、
あ
わ
せ

て
強
行
さ
れ
た
医

療
費
負
担
増
な
ど

９
兆
円
負
担
増
に

　

11
日
に
迫
っ
た
参
院
選
で
、
民
主
や
自
民
、
新
政
党
が
消

費
税
増
税
・
法
人
税
減
税
を
掲
げ
、
争
点
と
し
て
ク
ロ
ー
ズ

ア
ッ
プ
さ
れ
る
な
か
、
冨
本
昌
之
経
税
部
長
は
６
月
30
日
、

談
話
を
発
表
し
た
。（
以
下
談
話
全
文
）

表１　消費税増税分は企業減税に吸収される

消費税10％ 11兆円
法人税減税（40％～25％） △９兆円
差し引き
（強い財政と社会保障分） ２兆円

協会経税部調べ

　  表２　大企業の実際の実効税率 （単位：100万円、％）

企業名 税引前
当期利益 法人税等 実効

税率
上位100社の合計 11,843,891 3,632,943 30.7
持ち株会社等を除く87社
の合計 10,050,950 3,129,433 31.1

納税額マイナス企業も除
く79社 9,790,511 3,192,706 32.6

2006年３月期の有価証券報告書から作表：『税経新報』2008年４月号
よ
っ
て
、
回
復
し
つ
つ
あ
っ

た
景
気
が
大
き
く
落
ち
込
ん

だ
。
こ
の
轍
は
二
度
と
踏
ん

で
は
な
ら
な
い
。

小澤力政策部長

冨本昌之経税部長


